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近年，高速道路などの限定領域での自動走行物流システムが着目されている．このようなシステムは，高速道
路上の長距離輸送を無人で効率的に行えるが，目的地へのラストマイル輸送のためには通常のトラック等に貨物
を載せ替える必要がある．そのため，高速道路沿いに一般道との接続ハブとなる物流拠点を設ける必要があり，
その最適な位置，規模，価格体系の決定のための方法が望まれる．本研究では，動的に変化する交通流の容量
制約などの状況を考慮したうえで，最適な拠点の位置と規模を決定する線形計画問題を提案する．さらに，そ
の最適化問題の双対問題に基づき，システム最適を実現するための拠点の利用料金を決定する手法も提案する．
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1. はじめに

自動走行物流システムとは，道路上の貨物輸送のた
めに自動走行車両を用いる物流システムである．自動
走行車両は長距離輸送の運行費用を大幅に削減し，既存
の長距離輸送手段と比べて効率的であると予想され1),2)，
特に日本では労働力不足などの解決策として注目され
ている．
完全自動走行車両が一般道を含む全ての領域を走行

可能になるには未だ長い時間を要すると想定される．そ
こで，高速道路などの限定領域のみを走行する自動走
行車両と，一般道を走行する手動運転の有人車両を組
み合わせて複合一貫輸送を行う物流システムが提案さ
れている3)．これは，高速道路に自動走行専用車線を設
置し，その上の無人自動走行車両により貨物を長距離
輸送して効率的な物流を実現しようとするものである．
例えば日本では，東名高速道路などの都市間高速道路
沿いに物流専用道路を設けて小口・多頻度輸送を行い，
さらに輸送と保管を統合し需要を平準化して効率的な
物流を実現する「自動物流道路」が構想されている4)．
以降本論文では，「自動走行物流システム」という用語は
特記しない限りそのようなシステムを指すものとする．
自動走行物流システムの運用には，高速道路と一般

道の間で貨物を積み替える拠点が必要である．そのよ

うな拠点では，高速道路を移動してきた自動走行車両
から貨物を降ろし，倉庫に一時的に貯留し，一般道へ
向かう有人車両に載せるという作業が行われる．その
ため自動走行物流システムを計画する際には，拠点の
位置，貨物の最大積み替え量（フロー容量），貨物の最
大貯留量（ストック容量）を社会にとって最適になる
ように設計する必要がある．

拠点設計の際には自動走行物流システムが交通流に
与える影響も考慮する必要がある．高速道路および一
般道には物流ではない一般の交通流も多く流れている．
一般交通には，通勤・帰宅時間帯に多くなるという時
間的偏りや，都市部ほど多くなるという空間的偏りが
存在する．道路の交通容量は限られており，物流交通
と一般交通の和が容量を超えない状態とするのが望ま
しい．一般交通の量を制御するのは一般に難しいため，
物流交通は一般交通の時空間的偏りを避けるように交
通容量を効率的に使うように配分する必要がある．

さらに，輸送業者や荷受人が営利目的で行動する主
体の場合，社会最適になるように設計した拠点は必ず
しも適切に利用されるとは限らない．そのため，課金
やインセンティブなどの手法により彼らの行動が社会
にとっても望ましくなるようにする必要がある．具体
的には，物流拠点や道路の利用料金が場所と時間によっ
て異なるように設計するという手段が考えられる．前



述の一般交通との偏りを避ける必要性を考えると，時
間帯別の動的課金が特に有用な可能性がある．
本研究の目的は，自動走行物流システムを，交通流

の時空間的に偏った容量制約を考慮したうえで最適に
設計する方法の構築である．提案方法は，まず，複合一
貫輸送の一般的な問題である複数モード間の摩擦を最
小化するための施設配置，在庫管理，輸送スケジュー
ル，料金の決定問題を解くものである．さらにそれに
加えて，自動走行物流システムの特徴である拠点配置
により渋滞パターンが変化し最適な輸送スケジュール
や料金が動的に変化する点を考慮したことが，対象シ
ステムおよび方法論の新規性といえる．基礎となる方
法論には著者らがこれまでに開発した共有型自動運転
システムの最適化手法5) を用い，それに自動走行物流
システムの要素を組み込んだ手法を提案する．

2. 文献レビュー

本章では，既存の複合一貫輸送の最適化研究を整理
し，自動走行物流システムの拠点配置と料金設計問題
の位置付けを示す．複合一貫輸送の研究は 2000年代初
頭より急速に進展し，多くのレビュー論文6),7),8)が発表
されている．鉄道・船舶・航空の長距離輸送と貨物自動
車のラストマイル輸送による複合一貫輸送が注目を集
める8) 一方，無人の自動走行車両と有人車両との複合
一貫輸送の最適化研究は，著者らの知る限りない．
異なる輸送手段を円滑に接続するには，複合一貫輸

送のネットワーク設計が重要である8)．ネットワーク設
計問題は，輸送手段間での貨物の積替えや在庫保管を
担う物流拠点の配置や規模，輸送リンクの容量を決定
する．鉄道，船舶，航空による複合一貫輸送ネットワー
ク設計の先駆的研究として，それぞれArnold et al.9),10)，
Shintani et al.11)，Barnhart and Schneur12)が挙げられる．
基本的な問題は，物流拠点間の輸送量を表す連続変数と
拠点やリンクの設置を表すバイナリ変数を最適化する
混合整数計画問題として定式化され，多期間13),14)，確
率計画15),16)，多目的最適化17),18)を含む問題へと進展し
ている．ただし上記の研究は，単一の意思決定者を前
提としており，輸送業者の（利己的な）経路や交通手
段の選択行動を捨象している．
輸送業者の選択行動を考慮したネットワーク設計は，

旅客交通の古典的な道路ネットワーク設計19) の拡張に
位置付けられる．Loureiro and Balston20) は，確率的利
用者均衡配分を下位問題，ネットワーク設計を上位問
題とする 2レベル計画問題を提案した．その後，下位
問題はマルチクラス利用者均衡21),22)やサプライチェー
ンネットワーク均衡23) へ拡張され，陸上と海上の複合
一貫輸送の設計24)にも適用されている．またWang and

Meng25)や Teye et al.26),27)は，ランダム効用最大化に基
づく輸送業者の選択行動の下で，複合一貫輸送のネッ
トワーク設計問題を 1レベルの数理計画問題で定式化
した．しかし，輸送業者の利己的な選択行動がもたら
す負の外部性（混雑）により，最適な物流システムは
一般に実現し得ない．旅客交通の文脈では，混雑課金
が負の外部性を解消する一般的な手法として認識され
ている28)．
複合一貫輸送のネットワーク設計と料金設計の同時
最適化に関する研究は多岐に渡るが，その大半は企業
の利潤最大化を主眼とする研究29),30),31)であり，負の外
部性の解消に資する研究は限られる．さらに後者の研
究の中でも，環境への外部性（e.g.,大気汚染）を緩和す
る料金設計32),33),34)が中心であり，混雑現象やその料金
設計（i.e.,混雑課金）を扱う複合一貫輸送研究は希少で
ある．Santos et al.35) や Taheri and Tamannaei36) は，外
部費用37)を含む総輸送費用を最小化する複合一貫輸送
のネットワーク設計を分析し，外部性の内部化が最適
設計に決定的な影響を及ぼすことを指摘した．Yang et
al.38)は，静的利用者均衡に基づく輸送業者の経路選択
行動の下で，陸上と海上の複合一貫輸送のネットワー
ク設計やリンク混雑料金を決定する 2レベル計画問題
を提案した．
動的料金設計は，複合一貫輸送の先行研究にて見落
とされてきた意思決定の一つである．自動走行物流シ
ステムは，鉄道等の輸送手段に比べて柔軟な貨物輸送
を可能にする一方，時々刻々変動する交通状況に応じ
た動的な運用を必要とする39)．従って，複合一貫輸送
のネットワーク設計と静的料金設計の先行研究を，自
動走行物流システムの設計に適用するのは適切でない．
旅客交通の文脈では，道路の動的混雑課金が社会最適
なシステムを実現する有用な手法として長年注目され
てきた28)．しかし，貨物交通への道路混雑課金の適用に
は，理論と実証の両面から限界が指摘されている40),41)．
これは貨物交通が商品受注の派生需要であること，そし
て道路の混雑課金が輸送サービスの利用者である荷受人
の行動変容を促すメカニズムを欠いていることに起因す
る．Holguı́n-Veras and Aros-Vera42)とHolguı́n-Veras and
Sánchez-Dı́az43)は，ミクロシミュレーションを用いて，
荷受人への料金設計の効果を評価した．彼らは，荷受
人と輸送業者への料金設計を組み合わせることで，少
額の通行料金のみで貨物自動車の時間的シフトを促し，
道路混雑を効果的に削減できることを示した．
本研究で提案する枠組みは，近い将来に実現し得る
自動走行物流システムでの複合一貫輸送に対して，

• 自動走行車両と有人車両を接続する物流拠点の配
置と規模，

• 混雑課金や拠点利用料金を含む，輸送車両と輸送



サービス利用者（荷受人）への動的料金設計

を同時に決定するという点で新しい．輸送車両への動
的混雑課金と輸送サービス利用者への利用料金を導出
する研究は，急速に進展しているが，貨物輸送を対象と
する研究は武田・赤松44)，ネットワーク設計を同時に扱
う研究は Seo et al.5)および同著者らの先行研究45),46)に
限られる．武田・赤松44)は交通・物流を統合したモビリ
ティ・サービスの最適な価格体系を導く Day-to-Dayメ
カニズムを構築した．ただし，効率的な複合一貫輸送
に不可欠な物流拠点の配置問題を考慮していない．Seo
et al.5) は，共有型自動運転システムの最適な価格体系
を解析し，ネットワーク設計に伴う費用が共有型自動
運転車両への動的混雑課金の合計より小さいか，せい
ぜい等しいことを証明した．本研究は，Seo et al.5)の枠
組みを，限定領域のみを走行可能な自動運転車両と一
般道を走行可能な有人車両を考慮したうえで，物流拠
点のストック（在庫）とフロー（積替え）の容量設計
を組み込み，自動走行物流システムに拡張するもので
ある．

3. 手法

(1) 基本設定
本研究の基本的な問題設定を述べる．本研究では，郊

外から都心に向けて貨物を輸送する状況を考える．そ
して，道路ネットワークおよび物流需要を所与とした
ときに，その需要を最も効率的に捌ける自動物流シス
テムの形態を決定する手法を構築する．ここで，「最も
効率的」とは，社会全体でかかる総コストが最小であ
るという意味である．一方，実際の物流システムでは
通常の場合，輸送業者や荷受人は自らの利益を最大化
するように行動し，その結果総コストが最小ではない
状態が実現する．そこで，総コストを最小化した状態
を実現するには課金などの施策が必要になる．本研究
では，この課金額も同時に導出する手法を構築する．
自動物流システム設計問題の決定変数は，物流拠点

の規模，自動走行及び有人の物流車両の数，それらの
運行スケジュールである．このとき，道路上で物流車
両が利用できる交通容量や，拠点での貨物のストック・
フロー容量を制約条件として考慮する．上記の問題は
最適化問題として定式化される．さらに，その最適性
条件と双対問題に基づき，車両と貨物がそれぞれ自己
利益を最大化するべく合理的に行動するとしたときに，
最適状態を達成するために課すべき料金を求める．
道路ネットワークの主な要素は以下の通り．道路ネッ

トワークはリンクとノードからなるグラフとしてモデ
ル化する．リンクは路線であり，以下の 3種類に分類さ
れる．一つ目は自動走行非限定領域（高速道路一般車

線および一般道）であり，有人車両のみが通行できる．
二つ目は限定領域（高速道路自動走行専用車線）であ
り，自動走行車両のみが通行できる．三つ目は物流拠点
での貨物の移動を表すためのリンクであり，貨物のみ
が移動できる．非限定領域では，物流に割り当てられ
る交通容量は時間と場所によって異なる．これは一般
交通の量に応じて渋滞を起こさない交通量を意味する．
ノードは物流拠点あるいは道路のジャンクションであ
る．物流拠点は高速道路と一般道を貨物移動リンクで
接続するもので，貨物のみが移動できる．ジャンクショ
ンは各種の道路同士の交点であり，ランプや交差点で
ある．上記の道路ネットワークの模式図を図-1に示す．
本研究で考えるモデルは本来は一般の道路ネットワー
クを扱えるが，以降では議論を単純にするために図-1
のように郊外から都心に高速道路と一般道が一本ずつ
並行して整備されている状況を考える．
物流拠点は 1ノードと 2リンクからなる．ノードは
貨物を一時的に貯留しておく場を意味し，有限のストッ
ク容量を持つ．リンクは貨物の積み替えを意味し，そ
のフロー容量は時間当たり積み替え量を意味する．
ネットワーク内を移動する主体は 3種類ある．一つ
目は有人車両，二つ目は自動走行車両である．それぞ
れの車両はネットワークのうちそれぞれが走行可能な
領域を移動可能であり，ネットワーク内を自由に走り
回り貨物を複数回輸送できる．そして，ネットワーク中
を初期時刻に任意のノードから出発し最終時刻に任意
のノードに到着するように走行するとする（途中の時
刻に発生・消失はしない）．三つ目は貨物であり，道路
リンク上は有人車両あるいは自動走行車両に搭載され
たときのみ移動可能であり，物流拠点リンクではその
積み替え性能に応じて移動可能である．貨物は出発地，
目的地，目的地への希望到着時刻，目的地への最遅到
着時刻を持つ．貨物の需要は所与かつ既知とする．図-2
に物流拠点周辺の車両と貨物の動きの模式図を示す．
本研究では，移動体の流量が時間とともに変化する
動的な交通現象を考える．そのために，時間拡張ネット
ワークの概念を用いる．これは図-3に示すように，通
常の空間的なネットワークを，一定の時間間隔（タイ
ムステップ幅）毎に重ねたものである．これにより，あ
るタイムステップに空間的に移動する主体は斜めのリ
ンクを移動し，あるタイムステップにノードで待機す
る主体は垂直のリンクを移動するという形で表現でき
る．本問題が考える総時間長やタイムステップ幅は基
本的に任意であるが，例えば，ある一日の現象を 30分
～1時間程度のタイムステップ幅でモデル化するといっ
た規模が扱いやすいと思われる．
時空間ネットワークにおけるリンク ij は i ̸= j のと
きに空間的に移動する通常の意味での「リンク」であ



図-1: 道路ネットワークの模式図

図-2: 物流拠点の模式図

図-3: 時間拡張ネットワーク

り，i = j のときは空間的には移動せずノード iに待機
する事象を意味するリンクとなる．そのため，i = jの
とき「リンク ij を移動する」という表現は物理的な意
味としてはわかりにくく，「ノード iに待機する」とい
うとよりわかりやすい．しかし，数学的には両者とも
に時空間ネットワークのある時刻のリンク ij を移動す
ることに変わりはない．そして，i ̸= jか否かによって
「移動」と「待機」という用語を使い分けると表現が冗
長になり，さらに数学的解析も非常に煩雑になるので，
以降では特別な必要がない限り i ̸= j か否かに関わら
ず「リンク ij を移動する」と表現することとする．

(2) システム最適問題の定式化
以上の考え方に基づき，総コストを最小化する自動

走行物流システムの形態を決定する問題を定式化する．

a) 決定変数
本手法の主な決定変数は以下の通り：

xtij 時刻 tのリンク ij の有人車両移動台数
ytij 時刻 tのリンク ij の自動走行車両移動台数
zk,l,trs,ij 時刻 tのリンク ijの，出発地 r，目的地 s，希

望到着時刻 k，最遅到着時刻 lの貨物移動数
γij i ̸= jのとき，物流拠点リンク ijの，時間当た

りの最大貨物積み替え単位数．i = jのとき，物
流拠点ノード iの，最大貨物貯留容量．

N 有人車両の総台数
M 自動走行車両の総台数

これ以外にも，これらの変数が定まれば自動的に定ま
る副次的な決定変数がいくつかあるが，それらは後述
する．
本手法では，車両と貨物はともに移動量を連続変数
としてモデル化する．実際の車両と貨物は離散的な存
在であり，厳密にモデル化するのであればそれらの離
散的な軌跡を考える必要がある．しかし，そのような
離散的なアプローチでは，大規模問題を考えると離散
変数の数が膨大になり現実的に求解不可能になってし
まう．そこで本手法では，それらの移動量を連続的に
考える近似・緩和を導入し，大規模問題でも比較的容
易に求解できようにする．その結果得られる解は，離
散的な扱いをしたときよりも一般に効率の良い解とな
る点は注意が必要である．しかし，それは伝統的な交
通量配分などと同様の問題であり，移動体の粒子性が
重要とならないような大規模な交通計画上は大きな問
題ではないと考えられる．
モデル式上は物流拠点の位置と数はあらかじめ定まっ
ているように定式化されるが，仮にある位置の物流拠
点の規模を表す変数 γij がゼロとなった場合，その位置



図-4: 時刻 tのノード iの周りの貨物の移動量

には物流拠点が実質的に存在しないという意味になる．
そのため，本問題は物流拠点の位置決定問題も含んで
いるといえる．
b) 制約条件
上記の決定変数は，物流・交通システムの性質に応

じた制約を受ける．考慮する制約は以下の通り：

• 車両・貨物のノード保存則（後述式 (1h)–(1j)）
• 非限定領域での貨物の移動量は，そこをその時間
に走行する有人車両の積載可能量以下（同式 (1k)）

• 限定領域での貨物の移動量は，そこをその時間に走
行する自動走行車両の積載可能量以下（同式 (1l)）

• 物流拠点での貨物の移動量・貯留量は対応する制
限量以下（同式 (1m)）

• 車両交通量は交通容量以下（同式 (1n), (1o)）
• 全ての貨物は指定された出発地からその出発時刻
以降に出発する（同式 (1p)）

• 全ての貨物は指定された目的地にその最遅到着時
刻以前に到着する（同式 (1q)）

• 物流拠点の規模は所与の最大値の以下（同式 (1r)）
• 非負制約（同式 (1s)–(1u)）

時間拡張ネットワーク中の，貨物のノードでの保存
則の模式図を図-4に示す．ここで，ノード 0は出発・到
着交通を簡便に表すためのダミーノードである．例え
ば，式 (1p)の zk,l,tis,0iはリンク 0iを移動する貨物の量で
あるが，これは実質的にはノード iから出発する貨物を
意味する．本モデルは図-4のように，拠点で待機する
（貯留される）貨物，拠点に運び込まれる貨物，拠点か
ら運び出される貨物，拠点が出発地・目的地である貨
物の流れを表現する．有人車両と自動走行車両も同様
にモデル化している．

c) コストと目的関数
本問題の目的関数はシステム全体でかかる総コスト
である．これは，以下の各コストの重み付き和として
表現する：

N 有人車両の総台数（後述式 (1d)で定まる）
M 自動走行車両の総台数（後述式 (1e)で定まる）
X 有人車両の運用にかかるコスト（後述式 (1b)で

定まる副次的な決定変数）．これは有人車両の
総移動距離と総運用時間の重み付き和．

Y 自動走行車両の運用にかかるコスト（同式 (1c)）．
これは自動走行車両の総移動距離に応じて線形
に定まるとする．

G 貨物がその希望到着時刻よりも違う時刻に到着
するコスト（同式 (1g)）．時刻差とコストの関
係は所与とする．

C 拠点整備にかかるコスト（同式 (1f)）．これは
γ の値に応じて線形に定まるとする．

有人車両と自動走行車両の違いは走行可能な領域だ
けではなく，有人車両のみ人件費を考慮して運用時間
に対してもコストが発生するようにモデル化して表現
している．
貨物は目的地に最遅到着時刻以前に到着する必要が
あり，かつ希望到着時刻と実際の到着時刻に乖離があ
るとコストが発生するというモデルとしている．希望
到着時刻に関するコストは，変数 gk,t を希望到着時刻
k の貨物が時刻 tに到着することによりかかるコスト
としてモデル化する．この最遅到着時刻，希望到着時
刻，希望到着時刻とのズレのコストを適切に設定すれ
ば，貨物の速達や時間指定配送のような要素もモデル
化できる．
実際のシステムでは，これらのコストが発生するタ
イミングや，コストを考慮する時間スケールは全く異
なる．例えば，車両の運用コストは毎日あるいは時々
刻々の運用に応じて生じるが，拠点整備のコストは整
備時にまとめてかかる．本問題では，前述したように
1 日の車両・貨物の移動パターンを求めるような形が
想定されるが，この場合拠点整備コストはその 1日の
償還や減価償却の額とみなせば，時間的に整合的なモ
デル化が可能である．本問題は特定の 1日の運行スケ
ジュールや料金を詳細に決定するためのものではなく，
物流システムの計画時に基本的な運行スケジュールや
料金を内生的に考慮し，より適切な拠点設計などを可
能とするためのものである．
d) 最適化問題
以上をまとめ，本研究が提案する手法は以下の最適化
問題 [DSO-AVLS]（DSOは Dynamic System Optimum，



AVLSはAutomated Vehicle Logistics Systemのそれぞれ
略）として定式化される：

minαXX + αY Y + αNN + αMM + αCC + αGG

(1a)

subject to

X =
∑
ij,t

(tij + αdxdij)x
t
ij (1b)

Y =
∑
ij,t

dijy
t
ij (1c)

N =
∑
i

x00i (1d)

M =
∑
i

y00i (1e)

C =
∑
ij

cijγij (1f)

G =
∑

r,s,k,l,t

gk,tzk,l,trs,s0 (1g)

∑
j

x
t−tji
ji −

∑
j

xtij = 0 ∀t, i (1h)

∑
j

y
t−tji
ji −

∑
j

ytij = 0 ∀t, i (1i)

∑
j

z
k,l,t−tji
rs,ji −

∑
j

zk,l,trs,ij

+ zk,l,tis,0i − zk,l,tri,i0 = 0 ∀i, t, r, s, k, l (1j)∑
rs,k,l

zk,l,trs,ij ≤ ρxx
t
ij ∀t, ij ∈ LnonODD (1k)

∑
rs,k,l

zk,l,trs,ij ≤ ρyy
t
ij ∀t, ij ∈ LODD (1l)

∑
rs,k,l

zk,l,trs,ij ≤ γij ∀t, ij ∈ Llog (1m)

xtij ≤ µt
x,ij ∀t, ij ∈ LnonODD (1n)

ytij ≤ µt
y,ij ∀t, ij ∈ LODD (1o)∑

t

zk,l,trs,0r = fk,lrs ∀r, s, k, l (1p)∑
t∈Tl

zk,l,trs,s0 = fk,lrs ∀r, s, k, l (1q)

0 ≤ γij ≤ γmax
ij ∀ij (1r)

zk,l,trs,ij ≥ 0 ∀t, ij, rs, k, l (1s)

xtij ≥ 0 ∀t, ij (1t)

ytij ≥ 0 ∀t, ij (1u)

ここで，これまでに定義していない変数の意味は以下
の通り：

tij リンク ij の移動時間
dij リンク ij の長さ
ρx 有人車両一台当たりの最大貨物積載量
ρy 自動走行車両一台当たりの最大貨物積載量

µt
x,ij , µ

t
y,ij i ̸= j のとき，時刻 tのリンク ij の物流
車両（x：有人，y：自動走行）が利用可能な交
通容量．i = j のとき，時刻 tのノード iの物
流車両が利用可能な車両待機容量．

αX , αY , αN , αM , αC , αG 総コストを考える際の添字
の要素の重み係数

αdx 有人車両の運行コストのうち，走行距離コスト
の係数

fk,lrs 出発地 r，目的地 s，希望到着時刻 k，最遅到着
時刻 lの貨物の総需要

cij 物流拠点リンク ij の容量拡張に要する単位当
たりコスト

γmax
ij γij の取りうる最大値

LODD 限定領域リンク集合
LnonODD 非限定領域リンク集合
Llog 物流拠点リンク集合
Tl 最遅到着時刻 lの貨物が移動可能な時刻集合
tmax 最終時刻

本問題は線形計画問題であるため，問題の規模が大
きくとも効率的に解ける．しかし，連続変数を用いた
モデル化に起因する弱点がいくつかある．一つは，前
述した連続緩和自体の問題である．もう一つは，どの
車両がどの貨物を運ぶかを識別していないため，車両
が道路を走行している最中に貨物を積み替えると解釈
される現象が生じうる点である．この問題は，ネット
ワーク形状を工夫すればある程度は防止できる．例え
ば，図-2のネットワーク形状を用いれば，有人車両と
自動走行車両の間での積み替えは生じず，必ず物流拠
点を経由して積み替えることが保証される．一方で，有
人車両が高速道路を走行中に貨物を別の有人車両に積
み替えることは生じうる．これは，高速道路のリンク
とノードを上下線で完全に分離すれば（図-2では煩雑
になるので表現していない）少なくとも上下線間で積
み替える極度に非現実的なことは防げるが，あらゆる
場所で積み替えを完全に防止するのは困難である．こ
れは本方法論の原理的な限界であり，その適用対象は
この限界が結果に重大な影響を及ぼさないように選択
する，あるいはモデル化するのが望ましい（例：貨物
の ODが限られていれば，道路上で貨物を積み替える
メリットが少ないのでこの限界は表面化しずらい）．

(3) 利用者均衡状態での最適課金の分析
[DSO-AVLS]はシステム最適問題であり，貨物（荷受
人）や車両（輸送業者）は自己の利益は考慮せずに行
動するという原則に基づいていた．しかし，赤松47) お
よびそれを発展させた研究45),46),5) のアプローチにより



[DSO-AVLS]の最適性条件を解析すると，貨物と車両
が自己利益を合理的に最大化しようとする利用者均衡
状態の下で，[DSO-AVLS]の解であるシステム最適状
態を実現するための課金方策を分析できる．さらに最
適課金の具体的な値を求めるだけではなく，それが満た
す理論的性質も導出できる．本節でそれらについて詳
述する．なお，用いる方法は形式的には丸山・瀬尾46)，
Seo et al.5)の単純な拡張であり，詳細についてはそちら
も参照されたい．
a) 利用者均衡状態と最適課金の導出
まず，[DSO-AVLS] の Karuth–Khun–Tucker（KKT）

条件 [KKT-DSO-AVLS] を求める．元の問題にも含ま
れる式（等式制約）および非負条件を除くと，KKT条
件は以下となる．

ϕti − ϕ
t+tij
j

= αX(tij + αdxdij)

− ρxp
t
x,ij + qtx,ij if xtij > 0

ϕti − ϕ
t+tij
j

≤ αX(tij + αdxdij)

− ρxp
t
x,ij + qtx,ij if xtij = 0

∀ij, t (2a)



ψt
i − ψ

t+tij
j

= αY dij − ρyp
t
y,ij

+ qty,ij if ytij > 0

ψt
i − ψ

t+tij
j

≤ αY dij − ρyp
t
y,ij

+ qty,ij if ytij = 0

∀ij, t (2b)



πk,l,t
rs,i − π

k,l,t+tij
rs,j

= ptx,ij + pty,ij

+ ptγ,ij if zk,l,trs,ij > 0

πk,l,t
rs,i − π

k,l,t+tij
rs,j

≤ ptx,ij + pty,ij

+ ptγ,ij if zk,l,trs,ij = 0

∀t, ij, rs, k, l

(2c)

−
∑
t

ptγ,ij − θij + θ̂ij + αCcij = 0 ∀ij (2d)−ϕ0i = αN if x00i > 0

−ϕ0i ≤ αN if x00i = 0
∀i (2e)

−ψ0
i = αM if y00i > 0

−ψ0
i ≤ αM if y00i = 0

∀i (2f)

−πk,l,t
rs,r = ηk,ls,r if zk,l,trs,0r > 0

−πk,l,t
rs,r ≤ ηk,ls,r if zk,l,trs,0r = 0

∀t, rs, k, l

(2g)

−λk,lrs = gk,t − πk,l,t
rs,s if zk,l,trs,s0 > 0

−λk,lrs ≤ gk,t − πk,l,t
rs,s if zk,l,trs,s0 = 0

∀t, rs, k, l

(2h)
∑

rs,k,l z
k,l,t
rs,ij = ρxx

t
ij if ptx,ij > 0∑

rs,k,l z
k,l,t
rs,ij ≤ ρxx

t
ij if ptx,ij = 0

∀t, ij (2i)


∑

rs,k,l z
k,l,t
rs,ij = ρyy

t
ij if pty,ij > 0∑

rs,k,l z
k,l,t
rs,ij ≤ ρyy

t
ij if pty,ij = 0

∀t, ij (2j)


∑

rs,k,l z
k,l,t
rs,ij = γtij if ptγ,ij > 0∑

rs,k,l z
k,l,t
rs,ij ≤ γtij if ptγ,ij = 0

∀t, ij (2k)

 xtij = µt
x,ij if qtx,ij > 0

xtij ≤ µt
x,ij if qtx,ij = 0

∀t, ij (2l)

 ytij = µt
y,ij if qty,ij > 0

ytij ≤ µt
y,ij if qty,ij = 0

∀t, ij (2m)

 γij = γmax
ij if θij > 0

γij ≤ γmax
ij if θij = 0

∀ij (2n)

 0 = γij if θ̂ij > 0

0 ≤ γij if θ̂ij = 0
∀ij (2o)

ここに，新たに追加された変数は全て [DSO-AVLS]の
各制約条件に対応する Largange乗数である．このうち，
特に重要な変数は以下の通り：

ϕti xtij のノード保存則に対する Lagrange乗数
ψt
i ytij のノード保存則に対する Lagrange乗数

πk,l,t
rs,i zk,l,trs,ij のノード保存則に対する Lagrange乗数
ptx,ij zk,l,trs,ij に関する有人車両の貨物運搬制約に対す

る Lagrange乗数
pty,ij zk,l,trs,ij に関する自動走行車両の貨物運搬制約に

対する Lagrange乗数
ptγ,ij zk,l,trs,ij に関する物流拠点の貨物運搬制約に対す

る Lagrange乗数
qtx,ij xtij に関する交通容量制約に対する Lagrange乗

数
qty,ij ytij に関する交通容量制約に対する Lagrange乗

数

なお，リンク ij が有人車両用リンクだった場合，ptx,ij
と qtx,ij は意味を持つ一方，pty,ij , ptγ,ij , qty,ij は自動走行
車両用リンクや物流拠点リンクに対応する変数のため
意味を持たない．そのため，この場合は pty,ij , p

t
γ,ij , q

t
y,ij

の値は常にゼロであると定義する．リンク ij が自動走
行車両用リンクや物流拠点リンクであった場合も同様
とする．これにより，数式展開や議論が一般性を失わ
ずに容易になる．



ここで，利用者均衡状態を通常48) 通り以下で定義す
る：

定義 1 (Wardropの利用者均衡原理). 利用者均衡状態で
は，ODペアで利用されている経路の移動コストは全て
等しい．その値は利用されていない経路の移動コスト
より小さいか，せいぜい等しい．

[KKT-DSO-AVLS]に基づくと，[DSO-AVLS]の解は
以下のような仮定のもとで利用者均衡状態にあるとい
える．すなわち，貨物や車両は移動に際し [DSO-AVLS]
で定義されたそれぞれのコストを負担するとし，さらに
貨物に対しては輸送モードに応じて課金 px, py, pγ，有
人車両に対しては課金 qx，自動走行車両に対しては課
金 qy を課すと，それぞれの主体の利用した移動経路は
他の経路のコストよりも小さいかせいぜい等しい状態
になり，それらの移動経路について利用者均衡状態が
成り立つ．これは具体的には後述する一連の定理とし
て表現される．
まずは以下の準備を行う．利用者均衡は ODペア毎

に成り立つものであるが，本モデルの有人車両と自動
走行車両には固定の ODが無いため，このままでは利
用者均衡を論じられない．そこで，初期時刻と最終時
刻にそれぞれ全ノードとコストゼロのリンクで繋がっ
たダミーノードを追加する．このダミーノードはノー
ド番号は 0，時刻は −1あるいは tmax + 1とする．こ
れにより一般性を失わずに，本モデルの時空間ネット
ワークを 1起点 1終点ネットワークに変形できる．そ
して，有人車両と自動走行車両はこのダミー起点から
ダミー終点までネットワークを移動するものとみなす．
この準備をした時空間ネットワークの例を図-5に示す．
そして，各移動主体の移動コストを適切に定義する

と，そのコストの下で利用者均衡状態が以下のように
成り立つ．

定理 2. 有人車両が時刻 tにリンク ijを移動するリンク
コストを式 (2a)に現れる項αX(tij+αdxdij)−ρxptx,ij+
qtx,ij であるとする．すると，[DSO-AVLS]の解の有人
車両のフロー xtij は利用者均衡状態を満たす．

証明. まず，式 (2a)と，最小コスト流問題としての最
短経路探索問題とその双対問題に表れるノードポテン
シャル変数の関係49) より，ϕti はダミー起点から時刻 t

のノード iへの最短経路コスト（ノードポテンシャル）
であるといえる．なお，ダミー起点からダミー終点ま
での最短経路コストは ϕtmax+1

0 で表される．
そして，式 (2a)は，時刻 tのリンク ij のフロー xtij

が正であれば同リンクが起点から終点までの最短経路
上にあり（第一の場合），フローがゼロであれば最短経
路上にあるとは限らない（第二の場合）ことを意味し

図-5: 時空間ネットワーク中の最短経路とリンクコスト
の関係

ている．これは全てのリンクについて成り立つ．その
ため，任意の経路のフローが正であればそのコストは
最小値 ϕtmax+1

0 と等しく，フローがゼロであればその経
路コストは最小値 ϕtmax+1

0 より大きいか，せいぜい等
しい．これは利用者均衡原理を満たす．

[DSO-AVLS]の解は式 (2a)を含む [KKT-DSO-AVLS]
を満たすので，題意は示された．

図-5に定理 2の模式図を示す．これは，空間的なノー
ドが 2個，実タイムステップが 2個の小規模な時空間
ネットワークを示している．ϕtiはダミー起点から各ノー
ドへの最短経路コストである．仮にある時刻 tのリンク
ij がその最短経路上にあるのであれば，そのリンクコ
ストCt

x,ij は式 (2a)の第一の場合を満たす．この図では
例えば，時刻 0のリンク 12がその場合に該当し，時刻
0のリンク 11は該当しない．そして，フロー xtij はダ
ミー起点からダミー終点を結ぶ最短経路上のみで正に
なる．この場合であれば，経路をそれが通る空間的ノー
ドの番号の順番で表記すると，経路 0 → 1 → 2 → 0と
経路 0 → 1 → 1 → 0が最短経路であり，その 2経路を
有人車両が移動しうる．なお，経路 0 → 1 → 1 → 0は
ノード 1で待機し続けるという意味であり，空間的に
は移動しない．
続けて，他の移動主体についても以下が成り立つ．

定理 3. 自動走行車両が時刻 tにリンク ijを移動するリ
ンクコストを式 (2b)に現れる項 αY dij − ρyp

t
y,ij + qty,ij

であるとする．すると，[DSO-AVLS]の解の自動走行
車両のフロー ytij は利用者均衡状態を満たす．

証明. 定理 2の証明と同様であるので省略．



定理 4. 貨物が時刻 tにリンク ijを移動するリンクコス
トを式 (2c)に現れる項 ptx,ij+p

t
y,ij+p

t
γ,ijであるとする．

これはより具体的には，有人車両によって輸送されて
いるときはコスト ptx,ij，自動走行車両によって輸送さ
れているときはコスト pty,ij，物流拠点によって輸送さ
れているときはコスト ptγ,ijがかかるという意味である．
さらに，貨物はその目的地への到着時刻 tに応じて追加
的なコスト gk,tがかかるとする．すると，[DSO-AVLS]
の解の貨物のフロー zk,l,trs,ij は利用者均衡状態を満たす．

証明. 定理 2の証明とほぼ同様であるので概略のみ述
べる．
まず，あるODペア rs，最遅到着時刻 l，希望到着時

刻 k を持つ貨物について，目的地到着時刻が同一であ
ればフロー zk,l,trs,ij が利用者均衡状態にあることを式 (2c)
を用いて定理 2の証明と同様に示す．このとき，目的地
への最短経路コストは目的地到着時刻を tとして πk,l,t

rs,s

となる．
次に，式 (2h) より，その貨物の目的地到着フロー

zk,l,trs,s0 が正であれば最短経路コストとスケジュールコ
スト gk,t の和が一定値 −λk,lrs に等しく，目的地到着フ
ローがゼロであれば最短経路コストとスケジュールコ
ストの和が −λk,lrs より大きいかせいぜい等しいことが
わかる．これは，利用されている目的地到着時刻と経
路の組合せは全てコストが等しく，利用されていない
組合せのコストより小さいかせいぜい等しいという意
味である．これは利用者均衡原理を満たす．

以上により，自己利益を最大化しようと合理的に行動
する貨物（荷受人）と車両（輸送業者）を前提としたとき
に，[DSO-AVLS]で求めたシステム最適状態の車両・貨
物フロー・拠点配置を実現するには，[KKT-DSO-AVLS]
に現れる変数の課金を課せば良いといえる．なお，実
際に課すべき最適課金の値は，[DSO-AVLS]の双対問
題を解けば明示的に求められる．以降の節では，最適
課金に関して成り立つ理論的性質を述べる．
b) 最適課金の発生と分担の性質
まず，課金が発生する条件を明らかにする．式 (2i)に

よると，時刻 tにリンク ijを移動する有人車両に課金が
課されるのは，その交通量 xtij が交通容量と等しいとき
のみである．言い換えると，交通容量を使い切ったとき
にのみ課金が生じる．これは限界費用課金と定性的に同
様の考え方であり，合理的な性質である．式 (2j)–(2m)
より，自動走行車両と貨物に対する課金に対しても同
様の性質が成り立つことがわかる．
次に，課金の受け取り手を分析する．前節より，最

適課金のもとで有人車両，自動走行車両，貨物がそれ
ぞれ時刻 tにリンク ij を移動するときにかかるコスト

Ct
x,ij , C

t
y,ij , C

t
z,ij は下式となる：

Ct
x,ij = αX(tij + αdxdij)− ρxp

t
x,ij + qtx,ij (3)

Ct
y,ij = αY dij − ρyp

t
y,ij + qty,ij (4)

Ct
z,ij = ptx,ij + pty,ij + ptγ,ij (5)

この式より，それぞれの主体が支払う課金をどの主体
が受け取るのかを明らかにできる．
まず，式 (3) に現れる αX(tij + αdxdij) と式 (4) の

αY dij は金銭的コストではないので受け取り手は存在
しない．
次に，貨物が有人車両で輸送するときに支払う課金

ptx,ij に着目すると，これは式 (5)と式 (3)にのみ現れ
る．これは式 (3)ではマイナスの係数がかかっているた
め，有人車両はこの金銭を受け取ると解釈できる．係
数 ρxは車両の最大貨物積載量である．前述の課金の発
生の性質より，非ゼロの課金が生じるのは貨物が最大
積載量と等しい量輸送されているときのみである．そ
のため，ρxptx,ij はこのリンクを輸送されている全ての
貨物が支払う総課金額と等しい．つまり，有人車両は
それが輸送する貨物が支払う課金の受け取り手である．
同様に，自動走行車両もそれが輸送する貨物が支払う
課金の受け取り手である．なお，この課金は輸送サー
ビスの対価として支払う料金とは異なる概念である．
貨物が物流拠点で支払う課金 ptγ,ij と，有人車両と自
動走行車両が道路で支払うべき課金 qtx,ij , q

t
y,ijの受け取

り手は，次節に述べる理由から公共であると見なせる．
c) 物流拠点整備の self-financing原則
貨物が物流拠点で支払う課金 ptγ,ij に着目すると，自
動走行物流システムの拠点整備に関する重要な性質が導
出できる．すなわち，物流拠点整備に要する費用は物流
拠点で利用者に課す料金で賄える，という self-financing
原則50) である．これは以下の定理として表現される．

定理 5. 物流拠点リンク ij の整備に要したコスト
αCcijγij と，同リンクを利用した全ての貨物が支払っ
た課金の総額∑

t

(
ptγ,ij

∑
rs,k,l z

k,l,t
rs,ij

)
について，以下

の関係が成り立つ：

αCcijγij ≤
∑
t

ptγ,ij ∑
rs,k,l

zk,l,trs,ij

 (6)

証明. 前節の議論より，貨物に非ゼロの課金が課される
のは輸送量が容量と等しい時のみである．そのため任
意の ij について∑

t

ptγ,ij ∑
rs,k,l

zk,l,trs,ij

 =
∑
t

ptγ,ijγij (7)

が成り立つので，式 (6)は
αCcijγij ≤

∑
t

ptγ,ijγij (8)



に変形でき，これを示せばよい．
式 (2d)より，物流拠点リンク ijで全時刻に渡り単位

貨物に課された課金の和∑
t p

t
γ,ij について下式が成り

立つ： ∑
t

ptγ,ij = αCcij + θ̂ij − θij (9)

θ̂ij と θij の値は γij の値によって異なるので，それに
応じて場合分けをする．

(i) γij = 0の場合，式 (8)の両辺ともにゼロであるの
で式 (8)は等号成立する．

(ii) 0 < γij < γmax
ij の場合，式 (2n), (2o)より θij =

θ̂ij = 0であるので，式 (9)は∑
t

ptγ,ij = αCcij (10)

になる．両辺に γij をかけると∑
t

ptγ,ijγij = αCcijγij (11)

よって式 (8)は等号成立する．
(iii) γij = γmax

ij の場合，式 (2o)より θ̂ij = 0，θij ≥ 0

であるので，式 (9)は∑
t

ptγ,ij = αCcij − θij (12)

になる．両辺に γij をかけると∑
t

ptγ,ijγij = αCcijγij − θijγij (13)

θijγij ≥ 0なので式 (8)は成り立つ．
以上より，全ての γij の値について式 (6)が成り立つ

ことが示された．

なお，定理 5の証明より明らかなように，仮に物流
拠点の大きさに制約 γmax

ij がない場合，課金収入と物流
拠点整備費用は常に等しくなる．
これは自動車の通勤混雑に対する課金と道路容量の

拡張の文脈で論じられてきた self-financing原則50),47)と
同等の性質である．この性質が成り立つのは整備費用
がその規模に対して一次同次である（式 (1r)）という仮
定に依拠しており必ずしも現実的ではない場合もある
が，一定の指針として有用であろう．
d) 車両の整備・運用コスト

[DSO-AVLS]は有人車両と自動走行車両それぞれの
最適台数N，M の決定問題も含んでいた．この決定問
題は部分的には，それぞれの車両の一台当たりの固定費
用をαN , αM とし，固定費用が出来るだけかからないよ
うな最適台数を求めるものであった．実は [DSO-AVLS]
の解では，車両の固定費用と運行費用の和は車両が得
る課金収支と同一になることが保証される．
まず自動走行車両について示す．自動走行車両mを

整備しそれが一連の運行で経路Rm を移動したときの

総コスト収支 Cm（正が支出）は
Cm = αM +

∑
(ij,t)∈Rm

Ct
y,ij (14)

= αM +
∑

(ij,t)∈Rm

(
αY dij − ρyp

t
y,ij + qty,ij

)
(15)

で表される．ここで，以下の定理が成り立つ：

定理 6. 任意のmについて Cm = 0．

証明. 全ての自動走行車両のコスト収支∑
m Cm を考

える．∑
m

Cm =
∑
i

αMy
0
0i +

∑
ij,t

(
αY dij − ρyp

t
y,ij + qty,ij

)
ytij

(16)
これは式 (2b), (2f)より以下に変形できる：∑

m

Cm = −
∑
i

ψ0
i y

0
0i +

∑
ij,t

(
ψt
i − ψ

t+tij
j

)
ytij (17)

=
∑
ij,t

(
ψt
i − ψ

t+tij
j

)
xtij (18)

= −
∑
i,t

ψt
i

∑
j

y
t−tji
ji −

∑
j

ytij

 (19)

この右辺は式 (1i)よりゼロである．つまり，∑
m

Cm = 0 (20)

が成り立つ．定理 3の均衡条件より全ての自動走行車
両は同じコスト収支であるので，式 (20)より任意のm

について Cm = 0が成り立つ．

有人車両も同様に示せる．

定理 7. 有人車両 nを整備しそれが一連の運行で経路
Rn を移動したときの総コスト収支 Cn（正が支出）は
常にゼロである．

証明. 定理 6の証明と同様であるので省略．

これは，最適車両数を整備し運行する費用は，貨物
に対する課金により賄えるという意味である．これは
前節の物流拠点に関する self-financing原則と同様の結
果でもあり，物流車両を動くインフラと見なしたとき
の self-financing原則ともいえる．

4. おわりに
本研究では，自動走行物流システムを対象に，その
物流拠点設計，車両と貨物の輸送スケジュール，動的
な料金設計の最適化問題を定式化した．ここでは，高
速道路上の専用車線を自動走行車両が走行し，高速道
路上の一般車線と一般道を有人車両が走行し，道路沿
いの物流拠点にて貨物の自動走行車両から有人車両へ
の積み替えがなされる複合一貫輸送によるシステムを



想定した．他の交通流と共用する道路での交通容量制
約を考慮したうえで，それに応じた動的課金を求める
点が特徴の一つである．なお，本研究の用いる方法論
は，数理的には旅客輸送のための共有型自動運転シス
テムについての既存研究46),5) の単純な拡張である．本
研究の貢献は，この方法論が自動走行物流システム特
有の問題を扱うのにも有用であることを示し，その結
果得られた知見を報告した点にある．
その知見を以下にまとめる．社会的なコストを最小

化するシステム最適状態は，輸送業者と荷受人が自己
利益を合理的に最大化する状況でも，適切な動的課金
によって実現できる．その最適課金額はシステム最適
状態を計算するのと等価な方法で線形計画法により計
算できる．課金は道路の交通容量や物流拠点の貯留容
量・積み替え能力が使い切られている時間と場所での
み発生する．課金は貨物がそれを輸送する車両あるい
は物流拠点に支払い，車両は公共に支払う．物流拠点
整備費用は，その拠点を利用する貨物からの課金収入
により完全に賄える．自動走行車両を含む車両の整備・
運用コストも，それらが輸送する貨物からの課金収入
により完全に賄える．
今後の展開には以下が考えられる．まず，高速道路

の自動走行専用車線の車線数を決定する問題が考えら
れる．自動走行専用車線をどこにどれくらい配置する
べきかは自明ではなく，また自動走行車線数を増やす
と一般車線が減るといった相互作用もあり，道路空間
の再構成に新たな知見をもたらす興味深い問題になる
可能性がある．これは，µt

x,ij , µ
t
y,ij を決定変数とし関連

する制約条件を追加するように問題を拡張すれば考慮
できる51)．ここでも，道路に対する混雑課金により道
路整備費用を賄えるとする self-financing原則が成り立
つと予想される5)．
また，列車を利用した物流システムの組込みも重要

な課題である．例えば，自動走行物流システムのあり
うる一形態として，物流拠点で自動走行車両から列車
に貨物を積み替えて都心に効率的に運び込むようなシ
ステムが想定される．この場合，列車とそのダイヤは
本研究の自動車のような連続変数による近似的モデル
化ではなく，離散変数を用いたモデル化が適切な可能
性がある．そのようなモデル化は，共有型自動運転と
固定経路大量輸送機関の統合最適化問題を定式化した
Maruyama and Seo52)の方法論を組み込んだ混合整数計
画問題とすれば可能である．
最後に，数値実験により提案手法の性質を示すのも

有望である．提案手法は線形計画問題として定式化さ
れているため，数値実験の実施自体は容易である．本
論文は提案手法の理論的性質の提示が主題であったた
め数値例は示さなかったが，具体的・定量的な政策的

含意を得るためには数値例が有用な可能性がある．

付録A：記法まとめ

一覧性のため，以下に本研究で用いる主な（物理的・
政策的意味のある）数学記号の記法をまとめる．

tij リンク ij の移動時間
dij リンク ij の長さ
xtij 時刻 tのリンク ij の有人車両移動台数
ytij 時刻 tのリンク ij の自動走行車両移動台数
zk,l,trs,ij 時刻 tのリンク ijの，出発地 r，目的地 s，希

望到着時刻 k，最遅到着時刻 lの貨物移動数
µt
x,ij , µ

t
y,ij i ̸= j のとき，時刻 tのリンク ij の物流
車両（x：有人，y：自動走行）が利用可能な交
通容量．i = j のとき，時刻 tのノード iの物
流車両が利用可能な車両待機容量．

ρx 有人車両一台当たりの最大貨物積載量
ρy 自動走行車両一台当たりの最大貨物積載量
γij i ̸= jのとき，物流拠点リンク ijの，時間当た

りの最大貨物積み替え単位数．i = jのとき，物
流拠点ノード iの，最大貨物貯留容量．

N 有人車両の総台数
M 自動走行車両の総台数
X 有人車両の運用にかかるコスト
Y 自動走行車両の運用にかかるコスト
G 貨物の輸送にかかるコスト
C 拠点整備にかかる金銭的コスト
αX , αY , αN , αM , αC , αG 社会全体のコストを考える

際の添字の要素の重み係数
αdx 有人車両の運行コストのうち，走行距離コスト

の係数
gk,t 希望到着時刻 kの貨物が，時刻 tに到着するこ

とによりかかるコスト
fk,lrs 出発地 r，目的地 s，希望到着時刻 k，最遅到着

時刻 lの貨物の総需要
cij 物流拠点リンク ij の容量拡張に要する単位当

たりコスト
γmax
ij γij のそれぞれ最大値

LODD 限定領域リンク集合
LnonODD 非限定領域リンク集合
Llog 物流拠点リンク集合
Tl 最遅到着時刻 lの貨物が移動可能な時刻集合
tmax 最終時刻
ϕti xtij のノード保存則に対する Lagrange乗数で，



有人車両の起点からの最短経路コストを意味
する

ψt
i ytij のノード保存則に対する Lagrange乗数で，
自動走行車両の起点からの最短経路コストを意
味する

πk,l,t
rs,i zk,l,trs,ijのノード保存則に対するLagrange乗数で，

貨物の起点からの最短経路コストを意味する
ptx,ij zk,l,trs,ij に関する有人車両の貨物運搬制約に対す

る Lagrange乗数で，有人車両が貨物に課す課
金額を意味する

pty,ij zk,l,trs,ij に関する自動走行車両の貨物運搬制約に
対する Lagrange乗数で，自動走行車両が貨物
に課す課金額を意味する

ptγ,ij zk,l,trs,ij に関する物流拠点の貨物運搬制約に対す
る Lagrange乗数で，物流拠点が貨物に課す課
金額を意味する

qtx,ij xtij に関する交通容量制約に対する Lagrange乗
数で，道路が有人車両に課す課金額を意味する

qty,ij ytij に関する交通容量制約に対する Lagrange乗
数で，道路が自動走行車両に課す課金額を意味
する
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